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事務事業名自治体ＤＸ推進事業

26
基本事業： 05自治体ＤＸの推進 担当部 企画政策部

基本事業の
成果指標

①デジタル技術を活用した業務改善件数（計画期間内累計）
②システムトラブルによる情報セキュリティインシデントの発生件数 担当課 企画政策課

担当係 DX推進担当

・市民
・市職員

　自治体DX推進に向けて、新たなサービスや機器等の導入検討、官民連携
事業検討、各課等が抱える課題解決に向けた支援対応等を行うもの。

【予算内容（令和6年度）】
　・LINE機能拡張追加導入業務委託料（電子決済機能等の導入）
　・公開型GIS機能追加業務委託料（新規公開マップの作成）

【LINE機能拡張について】
　市公式LINEアカウントに拡張機能（リッチメニュー、セグメント配信、
　損傷通報機能等）を導入（令和6年2月1日提供開始）

【公開型GISについて】
　市の地図情報（ハザードマップ、都市計画図、市道路線網図、下水道
　台帳図）をインターネット上で公開（令和5年4月1日提供開始）

　市の行政サービスや事務において、デジタル技術やデー
タの利活用が推進され、市民の利便性が向上するとともに
、業務の効率化が図られています。

計画年度 令和06年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

業務改善につながるサービスや機器等の新規導
入、機能追加、機能改善件数

122 4 3

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
2,409 61,168 16,999計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 5,362 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

2,409 55,806 16,999

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

1.5 1.5 1.5
12,035 12,572
14,444 73,740 16,999

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

【令和6年度実績内容（2件）】
・LINEを活用した電子申請対応事務追加（秘書広報課・広報紙関連申込）・・・令和7年2月運用開始
・公開型GIS新規公開マップ追加（行政区、コミュニティ地域、小中学校区）・・・令和7年4月公開開始

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

本市における自治体DXの推進に向けて、国の「自治体DX推進計画」で
示される重点取組事項7項目（①自治体フロントヤード改革の推進、
②自治体の情報システムの標準化・共通化、③公金収納におけるeL-Q
Rの活用、④マイナンバーカードの普及促進・利用の推進、⑤セキュ
リティ対策の徹底、⑥自治体のAI・RPAの利用推進、⑦テレワークの
推進）への対応を着実に進める必要があります。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

あり

妥当性がある

影響度は中

大きい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

自治体DXに向けた取り組みを推進するため、DX推進担当が中心と
なって業務改革に資する取り組みを推進することが望まれていま
すが、特定の対象課の業務改革を推進するような取り組みにおい
ては、まずは、業務所管課の改革への意欲のほか、改革に取り組
むための担当職員の配置、人的リソースの確保等、組織や人材に
係る課題を解決しなければならない状況となっています。

この様な状況を踏まえ、自治体DXに関する基本的な認識共有や機
運醸成を進めるため、三役及び部課長級職員を対象とした研修会
を令和7年1月に実施しました。令和7年度も別階層の職員を対象
とした研修会の実施を検討し、長期的な視点で人材育成を図りな
がら自治体DXを推進していく必要があります。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

R2.12　デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針　閣議決定
R2.12　デジタル・ガバメント実行計画　閣議決定
R2.12　自治体DX推進計画（第1.0版）　総務省策定
R6.4　市企画政策課に「DX推進担当」を新設
R7.3　自治体DX推進計画（第4.0版）　総務省改定

特になし

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


